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企業版ふるさと納税について

企業版ふるさと納税とは
国が認定した地方公共団体の地方創生プロジェクトに対して、企業が寄附を行った場合に、法人
関係税から税額控除する仕組み。最大で寄附額の約９割が軽減され、実質的な企業の負担が約１
割となる。市外本社企業が対象で、10万円から寄附が可能。

2

※令和7年度税制改正において、3年間（令和9年度まで）延長

※企業版ふるさと納税ポータルサイト 制度概要資料より



企業版ふるさと納税 （全国の現状）

3※地方創生応援税制の令和6年度寄附実績より

令和6年度の寄附額は631.4億円で、前年度のおよそ1.3倍



企業版ふるさと納税 （浜松市の現状）
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令和7年度の寄附額は約1265万円

区分 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

100万円 570万円 1559万円 299万円 1億654万円 1265万円

（△23％） （+470％） （+174％） （△81％） （+3462％） （△88％）

1 3 11 13 23 18

（△91％） （+200％） （+267％） （+18％） （+77％） （△22％）

130万円
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寄附額
（対前年度増加率）

寄附件数
（対前年度増加率）



企業版ふるさと納税 （本市の2025年度寄附実績）
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No. 事業名 担当部署 件数

1 次世代航空モビリティ活用促進事業産業振興課 2

2 障害者就労支援事業 労働政策課 1

3 産業イノベーション支援事業 産業振興課 1

4 次世代スタートアップ育成事業 スタートアップ
推進課 1

5 林齢平準化促進事業 林業振興課 1

6 天竜美林カーボンクレジット
創出モデル事業 林業振興課 1

7 外国人子供教育支援推進事業 教育支援課 1

8
こども・教育に関する事業（物納）
ベビーベッド1点／ベビーベッド用
マット1点／おむつ替え台6点

こども若者政策課 1

No. 事業名 担当部署 件数

9 こどもの権利フォーラム周知・
運営事業 こども若者政策課 1

10 市立保育園等の主食提供事業 幼保運営課 1

11 親子ひろば 幼保支援課 1

12 生活困窮世帯への習い事等
支援事業 子育て支援課 1

13 はじめてのパパママレッスン 健康増進課 1

14 防災施設・資機材維持管理事業 危機管理課 1

15 浜松ウエルネスプロジェクト事業ウエルネス推進
事業本部 1

16 SDGs推進事業 企画課 2


